
 

九州旅客鉄道株式会社に対する業務監査の実施結果 

項  目 主 な 取 組 み 状 況 等 所         見 

１．運賃等に関する事項 

（１）関係法令、通達に基づく諸手続等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）連絡運輸・乗継割引・企画乗車券等 

 ① 連絡運輸、乗継割引制度 

 

 

 

 

② 企画乗車券 

 

 

 

・ 九州旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ九州」

という。）は、平成９年４月１日の運賃改

定（消費税率の改定に伴うもの）以降、運

賃改定は行っていない。 

・ 過去５年間（H12.10～H17.11）における主

要な事案としては、平成１６年３月開業の

九州新幹線新八代～鹿児島中央間の新幹

線特急料金の設定認可及び平成１７年１

０月実施のＤＸグリーン料金設定の届出

等の諸手続を実施した。 

 

 

・ ＪＲ九州においては、相互直通運転を実施

している福岡市交通局をはじめ２３社（う

ち福岡市交通局及び肥薩おれんじ鉄道株

式会社との間では乗継割引を実施。）との

間で連絡運輸を実施している。 

・ 現在の主力商品としては、主要都市間を結

ぶ「２枚きっぷ」、「４枚きっぷ」で、それ

ぞれ３割～４割前後の割引となっている

 

・ 関係法令、通達に基づき適正に処理されて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 今後も旅客流動の実態及び利用者ニーズ

を踏まえた連絡運輸に係るサービスの充

実が期待される。 

 

 

・ 今後も利用者の選択肢を広げるとともに、

利用者の需要喚起に資する商品の提供が

期待される。 



 

 

 

（３）カード式乗車券 

 

 

 

（４）駅務機器類 

 

 

 

（５）運賃の誤表示、誤収受 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ほか、観光向けの企画きっぷ等合計６９種

類の商品を発売。 

 

・ ＩＣカード乗車券の導入については、社内

において検討中であり、導入・方式につい

ては具体的に決まっていない。      

 

・ 券売機未設置の無人駅は、利用者が僅少の

駅であるが、今後も利用状況に応じて販売

体制を充実していくこととしている。 

 

・ 運賃の誤表示等については、平成１３年以

降、故障に伴うワンマン車両内の運賃表示

器の誤表示及びプログラムミスに伴う自

動改札機での誤収受の２件発生している。

・ 誤表示等の対策として、平成１３年４月よ

り「運賃表関連取り扱いマニュアル」を作

成。また、関係者の教育用として平成１４

年６月に「運賃情報管理システム教育用マ

ニュアル」を運賃関係の業務毎に区分して

６種類作成。 

・ ２件の誤表示等発生後は確認手順の見直

し等により再発防止に万全を期している。

また、運賃表については、手作業をせず、

本社において入力したデータを各駅が端

末を操作することにより自動的に運賃表

が作成されるシステムを導入している。 

 

 

 

 

・ 利用者の利便性につき充分配慮して、ＩＣ

カード乗車券の導入の検討を進めること

が望まれる。 

 

・ 無人駅で乗車した旅客からの運賃収受を

円滑にする観点からも需要に応じた券売

機の設置が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 誤表示等の根絶に向けた取り組みがなさ

れているものと考えられる。 

 

 



２．情報提供に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 会社情報に関する情報提供媒体として、従

来、「窓」という会社広報誌を発行してい

たが、現在はホームページや会社案内パン

フレット、各種プレスリリースを主要な媒

体として情報提供を行っている。沿線の観

光情報等鉄道の利用に関する情報は、ホー

ムページのほか、情報誌、駅や車両での広

告などを通じて提供している。 

・ ホームページでは、運賃等鉄道の利用に関

する基本的な情報のほか、経路検索や列車

運行状況等利用者のニーズの高い情報に

ついても適切に提供されている。 

 

 

・ 旅客向けの旅の情報誌として、「プリーズ」

という冊子を毎月発行し、主に特急列車で

無料配布している。 

 

・ 外国人利用者への情報提供については、ホ

ームページにおいて、英語版と韓国語版を

作成しているものの、日本語版のホームペ

ージと比べて情報量が少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ホームページにおいては、他のホームペー

ジとのリンクを活用するなどして、多彩な

情報がわかりやすく提供されている一方、

駅構内図やバリアフリー経路に関する情

報が提供されていないことから、今後さら

なる充実が期待される。 

・ 鉄道旅行の魅力を訴求する内容となって

おり、引き続きこうした情報発信に積極的

に取り組み、鉄道の利用促進に努めること

が必要である。 

・ 中国や韓国等の近隣に位置するという地

域特性からも、今後の利用状況等を踏まえ

ながら、情報の充実等に努めることが期待

される。 

 

３．案内情報に関する事項 

（１）マニュアル等の整備状況 

 

 

 

・ 駅等での案内情報のサインに係る基準と

して、平成元年に「駅サインシステム基本

設計」を作成。 

 

・ 基本設計作成後、国のガイドラインやＪＩ

Ｓ規格等が定められており、現場でのサイ

ン設計の際にはそれらの基準等を遵守し



 

 

 

 

（２）駅における情報提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）車内における案内情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 改札口、跨線橋、ホームにおいて「ＬＥＤ

（発光ダイオード）表示器」もしくは「Ｌ

ＣＤ（液晶ディスプレイ）表示器」の整備

が進められている。ホームでの整備を優先

しているが、改札口についても、平成２１

年度までには概ね１日あたりの乗降人員

２千人以上の駅にＬＥＤ、ＬＣＤいずれか

の表示器を整備する計画。 

・ 輸送障害時の列車遅延情報の提供につい

ては、現在２８駅で本社運行管理部からの

一括配信システムが整備されており、今後

も徐々に整備駅を増やしていく計画。 

・ 無人駅での案内については、管理駅からの

遠隔放送による案内が基本となっている。

 

・ 特急車両の約８割、近郊電車の約５割でＬ

ＥＤ表示器を整備し、英語による案内も行

っている。 

・ 「つばめ」と「リレーつばめ」については、

４カ国語（日本語、英語、中国語、韓国語）

による自動放送を行っているが、それ以外

のほとんどの列車は日本語のみの案内と

なっている。 

 

ているが、「駅サインシステム基本設計」

自体の改訂は行われていないことから、で

きるだけ早期の改訂が望まれる。 

 

・ 電光表示器は輸送障害時などにおいても

臨機応変に情報提供を行うことが可能で

あることから、引き続き可能な限り早期の

整備が望まれる。 

 

 

 

 

・ 他の駅についても早期の対応が期待され

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 外国人の利用状況等を踏まえ、「つばめ」、

「リレーつばめ」以外の特急列車での外国

語放送の検討も必要である。 

 

 

 



（４）情報案内の多言語化 

 

 

 

 

 

（５）案内情報に係る関係者との連携 

 

 

 

 

 

 

 

（６）案内情報に係る人的対応 

 

 

 

 

・ アジア諸国からの利用客が多いという地

域特性を踏まえ、主要駅においていち早く

４カ国語表記を実施し、その他の駅でも駅

名や時刻表などの主要情報についてはす

べて英語表記を行っている。 

 

・ 博多駅をはじめ複数の管理主体が存在す

る駅や、駅前広場等を管理する自治体など

との間では、必要に応じてサインシステム

に関する協議を行い、統一性のある案内を

心がけている。 

 

 

 

・ 研修機会等を通じて駅員等による対応能

力の向上に努めている。 

・ 博多駅等の主要駅等において、自治体と連

携して、駅構内に総合案内所を設置してい

る。特に博多駅では、平成１７年１２月か

ら遠隔モニターを用いた手話案内や７カ

国語による案内を実施している。 

 

・ 福岡市などの自治体においても外国語表

記の普及に積極的に取り組んでいること

から、引き続きＪＲ九州としても積極的に

協力することが期待される。 

 

 

・ 現地監査においても著しく整合性に欠け

る案内表示は見受けられなかったが、駅出

入口付近に駅周辺案内図がないなど、個々

には改善が望まれるケースも見受けられ

るため、今後とも、利用者のニーズ等を踏

まえながら、関係者が連携をとって案内表

示の充実に努める必要がある。 

 

 

 

・ 自治体と連携した総合案内所の設置・選考

については、利用者の評価などを踏まえ、

他の駅への展開が期待される。 

 

４．バリアフリーに関する事項 

（１）バリアフリー設備の整備状況 

 

 

 

 

・ 平成１６年度末時点のバリアフリー化（段

差解消）状況は、乗降人員５千人以上の駅

６４駅のうち２９駅が段差解消済みで４

５％となっており、鉄軌道駅全体平均の４

 

・ 当面は乗降人員５千人以上の駅のバリア

フリー化を重点的に進める必要があるが、

ローカル線を多く抱えるＪＲ九州では５

千人未満の駅のバリアフリー化について



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）車両におけるバリアフリー化 

 

 

（３）ソフト面での対応 

 

 

 

 

９％を下回っているが、未整備の３５駅に

ついては、平成２２年度までに原則全てを

整備する計画である。 

・ 大分駅等では連続立体交差事業が予定さ

れており、バリアフリー整備の完了が目標

年次の平成２２年よりも若干遅れる見込

みである。 

・ １日当り乗降人員５千人以上の駅６４駅

の誘導警告ブロックの基準適合敷設率が

３９％と他社に比べて低いが、順次張り替

え作業を進めており、平成２２年度までに

は１００％にする予定。 

・ 多目的トイレについては、自治体の改札外

の整備状況と調整を図りながら、設置する

かどうかを判断している。 

 

・ 平成１２年以降に更新した車両は全てバ

リアフリー化対応となっている。 

 

・ 平成１４年から年に一回、２０～３０人規

模で社員を対象としたカスタマー（接遇）

研修を行っており、障害者や高齢者に対す

る基本動作の対応を実地体験等を通じて

学ぶこととしている。 

・ 独自のバリアフリー対応マニュアルはな

いが、研修時に使用している介助マニュア

ルを活用している。 

 

の考え方の整理、取組み方策等の検討も必

要である。 

 

・ 整備完了までの対応方策（代替措置等）を

検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 現在は直営駅のみで、なおかつ駅の社員、

車掌、運転士が対象となっているが、今後、

受講対象者の拡充を行っていく予定であ

り、業務委託駅の社員などへの研修も期待

される。 

 



５．乗継利便等に関する事項 

（１）自社線内での乗継利便の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）他社線及び他モードとの乗継利便の確

保について 

 

 

 

（３）運休時の代行輸送について 

 

 

 

 

 

 

 

・ 列車接続データを考慮した運行管理を行

っているため、接続列車に間に合わないと

いう問題は基本的には発生しないが、利用

者からの改善要望等に関しては検討を行

い、ダイヤ改正等によって改善できるもの

は極力変更を行うこととしている。 

・ 新八代駅における九州新幹線と在来線特

急の乗継ぎは、同一ホームでの対面乗換え

となっている。 

 

 

 

 

 

 

・ 他社線及び他モードとの乗継ぎに関して

は、ダイヤ改正時に予め関係各社と調整を

行い、円滑な乗継ぎが確保されるよう調整

を行っている。 

 

・ 直近の事例としては平成１４年３月に鹿

児島本線に隣接する熊本操車場更地化工

事に伴い、鹿児島本線熊本～川尻間におい

て下り普通列車２本のバス代行輸送が行

われた。利用者へは、１ヶ月前に時刻表へ

の掲載、関係駅でのチラシ配布により周知

を図った。また、バス代行区間の前後の区

 

 

 

 

 

 

 

・ 新八代駅で九州新幹線と在来線特急を乗

継ぐ利用者の利便性確保及び乗継ぎによ

る所要時間短縮を図る取り組みとして評

価できる。 

・ 折尾駅のように構造が複雑な駅について

は、特に初めて利用する乗客にとって判り

にくいことから、今後折尾地区の総合整備

事業に併せた整備が望まれる。 

 

・ 今後も引き続き、他の鉄道事業者及び他モ

ードの交通事業者と緊密な連携をとるこ

とによる乗継利便の確保が望まれる。 

 

 

・ 利用者への周知及び列車と代行バスとの

接続が図られており、利用者の利便性は確

保されているものと評価できる。 

 

 

 

 



 

 

 

６．輸送障害時の旅客対応に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

間については列車とバスとの接続を図っ

た。 

 

・ ＪＲ九州では輸送障害が発生した場合に

は「運転事故並びに災害応急処理標準」に

基づき、現場からの無線等により総合指令

に通報し、総合指令から事故内容・運行状

況等の情報を駅や列車乗務員、各現業部

署、本社等に一斉放送により連絡する体制

を執っている。 

・ 輸送障害時の利用者への情報提供につい

ては、ホームページにより運行状況等を掲

載し、最新の情報提供をリアルタイムに行

っている。 

・ 指令から車掌への無線等による情報提供

については、最新情報を入手の都度、最長

でも約２０分間隔で行っているが、車掌は

「車掌乗務マニュアル」及び「車内放送マ

ニュアル」に基づき、随時旅客に情報を提

供している。なお、車掌に対し年１回のサ

ービス研修を実施し質の確保に努めてい

る。 

 

・ 駅における情報提供は、各駅長の判断によ

り駅放送や掲示板等を通じて行われてい

る。マニュアルは整備していないが、各駅

において定期的に勉強会を実施し質の確

保に努めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 利用者への情報提供は適時適切に行うこ

とが必要であるが、関東運輸局管内の鉄道

事業者等で構成される輸送障害発生時の

対応検討会において、情報提供の目安を５

分間隔とした合意がなされており、こうし

た合意内容や地域の実情等を踏まえたマ

ニュアルの改善等さらなる検討が必要で

ある。 

 

・ 上述した状況を踏まえつつ駅における情

報提供のマニュアルの整備を行うことが

必要であると考える。なお、定期的に行わ

れている勉強会により、マニュアルの整備

と相まって、研修等のさらなる充実・向上



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ＪＲ九州は他輸送機関との間において「振

替輸送契約」を締結していないことから、

振替輸送は基本的に行っていない。なお、

輸送障害時においては、必要に応じてバス

等による代替輸送を行っている。 

・ 輸送障害を想定した訓練は、支社別に毎年

１１月に脱線訓練を実施しており、その際

に避難誘導についても適宜実施している。

 

が図られるものと期待される。 

 

 

 

 

 

 

７．災害時等の旅客対応に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 自然災害、火災については、輸送障害時の

旅客対応と同様に「運転事故並びに災害応

急処理標準」より対応している。 

・ 社員に対する指導教育は、運輸部で企画す

る運転シュミュレータによる異常時訓練

や初任者研修等を利用し、本社主導による

教育が行われている。 

・ 訓練については、平成１７年３月に起こっ

た「福岡県西方沖地震」を教訓として、地

震対策訓練を平成１８年３月に実施する

こととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 近年、自然災害等が各地で発生しており、

今後も幅広く危急の事態を想定した教

育・訓練等を実施し、迅速かつ安全、的確

な対応がとれる体制を確立することが望

まれる。 

 

８．利用者からの意見に関する事項 

 

 

・ ＪＲ九州では、利用者意見等の窓口とし

て、サービス部サービス課及び駅への電話

及び来訪、ホームページのメール受付等が

・ 利用者から寄せられた意見等に対する回

答は速やかに行う体制が執られている。 

 



 

 

 

 

 

 

 

ある。 

・ 新幹線及び在来線特急列車には、旅の情報

誌「プリーズ」を備え付けており、その中

で葉書による利用者からの意見等の募集

をしている。 

・ 利用者から意見等の集約についてはサー

ビス部が行い、データベース化を実施。 

・ 利用者から寄せられた意見等については、

一週間分をとりまとめ、「すぐやるもの」、

「中期的なもの」、「その他」とする３つに

区分し、「すぐやるもの」としたものは、

幹部等が出席する「経営会議」において議

論し、直ちに改善等に向けた取り組みを行

うこととしている。また、「中期的なもの」

としたものについては、毎月開催される

「サービス改善委員会」の中で報告し、利

用者ニーズの動向の把握やサービス向上

のための対応策・方針について検討を行っ

ている。 

 

 

・ サービス改善等の充実のための意見を幅

広く募集する積極的な取り組みであると

評価できる。 

 

 

 

・ 利用者から寄せられた様々な意見等を踏

まえ、サービス改善に反映していく体制が

執られているものと評価できる。 

 

・ 今後ともこうした取り組みやサービス改

善に反映していく体制の充実など、利用者

の意見等を踏まえた適切な対応に努める

ことが必要である。 

 

 

 

９．その他のサービスに関する事項 

（１）携帯電話の取扱について 

 

 

 

 

 

 

・ ＪＲ九州では、車内での携帯電話の使用に

ついては、「優先席付近では電源を切り、

その他ではマナーモードに設定の上、通話

は遠慮いただく」よう案内をしている。 

 

 

 

・ 優先席付近の吊り革をオレンジ色にする

ことにより、携帯電話の電源を切るエリア

を分かりやすくするとした先進的な取り

組みを参考にしつつ、更なるマナー向上の

ための検討や、乗客に対して優先席付近で

携帯電話の電源を切る理由を理解してい



 

 

 

（２）健康増進法について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）暴力・迷惑行為について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 全駅において分煙措置を行っているが、朝

のラッシュ時間帯における禁煙措置等は

講じていない。また、新幹線は全車両禁煙

措置を講じている。在来線特急車両につい

ては、全車両数５０７両（平成１７年４月

１日現在）のうち約８割、３９７両（喫煙

ルーム設置の２０両を除く。）を禁煙車両

としている。最近の利用者からの意見とし

て、特急車両内での喫煙に対する苦情が多

く寄せられていることから、こうした利用

者ニーズの動向等を踏まえつつ、さらなる

禁煙化に向けた検討を行いたいとしてい

る。 

 

・ ポスターや車内放送によって、マナー向上

の啓蒙活動を行っている。  

・ 利用者同士のトラブルが発生した場合に

は、状況により警察に通報するとした対応

を行っており、基本的に現場には複数人で

対応することとしている。また、第三者行

為により駅係員が負傷した場合には、必ず

警察官の出動を要請し、基本的に警察署へ

被害届けを提出している。また器物破損等

の物損が発生した場合も警察署へ被害届

を提出している。 

ただくための周知方法等について検討す

ることが望まれる。 

 

・ 今後とも利用者の意見等の動向を踏まえ

た適切な対応が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 第三者行為により駅係員が負傷した場合

の発生件数は把握している。また、利用者

同士のトラブルについては、把握すること

が難しいものの、把握するよう努めてい

る。 

・ 暴力・迷惑行為の発生件数の状況等は、そ

の対応策を検討する上での有用なデータ

であることから、今後とも可能な範囲でそ

の把握等に努めることが必要である。 



 

（４）駅業務の外部委託について 

 

 

 

 

・ ＪＲ九州では、駅業務の外部委託などによ

る経営効率化を推進しており、平成１７年

１１月時点で５５５駅中２３８駅を業務

委託駅としている。委託先は主にＪＲ九州

のグループ会社である株式会社九州交通

企画及び分鉄開発株式会社である。 

 

 

 

・ 駅業務の外部委託は、経営効率化の観点か

ら実施されているところであるが、その場

合にあっても、旅客の安全や利便性の確保

の点で従来より水準が低下するようなこ

とがあってはならないので、今後とも各種

研修を着実に実施するなどの措置を講じ

ていく必要がある。 

 

 

 


